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平成２７年度決算に基づく千葉市健全化判断比率等の審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により審査に付された平成２７年度決算に基づく千葉市健全化判断比率

及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した

ので、次のとおり意見を提出します。 
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表記に関する注意事項 

 

 １ 実質公債費比率（単年度）は、算定の基礎となる事項を記載した書類では小数点

以下第５位まで表示されるが、小数点以下第３位を四捨五入して表示した。 

 ２ 文中の金額は、原則として万円単位で表示し、単位未満を切り捨てた。 
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平成２７年度決算に基づく千葉市健全化判断比率等審査意見 
 

 

第１ 審査の対象 

 １ 平成２７年度決算に基づく健全化判断比率 

 （１）実質赤字比率 

 （２）連結実質赤字比率 

 （３）実質公債費比率 

 （４）将来負担比率 

 ２ 平成２７年度決算に基づく資金不足比率 

 ３ 上記各比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 
第２ 審査の期間 

   平成２８年７月８日から同年８月５日まで 

 

第３ 審査の方法 

   平成２７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は、法令に基づいて算定

されているか、算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているかなど

を主眼に、審査に付された書類と算定根拠資料との照合を行うとともに、関係職員から

説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第４ 審査の結果 

   平成２７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は、法令に基づいて算定

され、算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められ

た。 

 

平成２７年度決算に基づく健全化判断比率 

(単位：％) 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 18.0 208.7 

 

 

平成２７年度決算に基づく資金不足比率 
(単位：％) 

病院事業  下水道事業 水道事業  農業集落排水事業 地方卸売市場事業 動物公園事業 

－ － － － － － 
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【参考】 

 

健全化判断比率等の算定対象となる会計 

 

一
般
会
計
等
（
８
会
計
） 

一 般 会 計   
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率 
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担 
 

比 
 

率 

一般会計等に属する特別会計 

（７会計） 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業     

霊 園 事 業     

都市計画土地区画整理事業     

市 街 地 再 開 発 事 業     

公 共 用 地 取 得 事 業     

学 校 給 食 セ ン タ ー 事 業     

公 債 管 理     

公
営
事
業
会
計
（ 

会
計
） 

一般会計等以外の特別会計の 

うち公営企業に係る特別会計 

以外の特別会計（４会計） 

国 民 健 康 保 険 事 業      

介 護 保 険 事 業      

後 期 高 齢 者 医 療 事 業      

競 輪 事 業      

公営企業会計 

（６会計） 

法 適 用 企 業 

（３会計） 

病 院 事 業  

※
資
金
不
足
比
率 

   

下 水 道 事 業     

水 道 事 業     

法非適用企業 

（３会計） 

農 業 集 落 排 水 事 業     

地 方 卸 売 市 場 事 業     

動 物 公 園 事 業     

         
 一部事務組合（千葉県市町村総合事務組合）       

 広 域 連 合（千葉県後期高齢者医療広域連合）       

          
 外 郭 団 体（都市整備公社）        

 ※ 資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定される。 
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【総括】 

１ 健全化判断比率 

  平成２７年度決算に基づく健全化判断比率は、表１のとおりである。 

 

表１ 平成２７年度決算に基づく健全化判断比率 
(単位：％、ポイント) 

区  分 平成27年度 平成26年度 前年度増減 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － － 11.25 20.00 

連結実質赤字比率 － － － 16.25 30.00 

実質公債費比率 
18.0      

(18.25)    

18.4      

(18.38)    

△0.4      

(△0.13)    
25.0  35.0  

将 来 負 担 比 率 208.7      231.8      △ 23.1      400.0   

（注）実質公債費比率の（ ）内の数値は、単年度の数値である。 

 

  実質赤字比率は、前年度と同様に一般会計等における実質収支が黒字となったため、当該比率は

ない。 

  連結実質赤字比率は、前年度と同様に全会計における連結実質収支が黒字となったため、当該比

率はない。 

  実質公債費比率は 18.0％で、前年度と比較すると 0.4 ポイントの改善である。単年度の比率は

18.25％で、前年度と比較すると 0.13ポイントの改善である。主な理由は、標準財政規模が増加し

たことによるものである。 

  将来負担比率は 208.7％で、前年度と比較すると 23.1ポイントの改善である。主な理由は、公債

費に準ずる債務負担行為に基づく支出予定額及び地方債の現在高が減少したことによるものであ

る。 

  いずれの比率においても早期健全化基準を下回る結果となっている。 

  なお、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の推移は、図１のとおりである。 

 

図１ 連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成２６年度以降、連結実質赤字比率はなくなっている。 
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２ 資金不足比率 

  平成２７年度決算に基づく各公営企業会計における資金不足比率は、表２のとおりである。 

 

表２ 平成２７年度決算に基づく各公営企業会計における資金不足比率 

(単位：％) 

区  分 平成27年度 平成26年度 経営健全化基準 

病 院 事 業 － －  

下 水 道 事 業 － －  

水 道 事 業 － － 
20.0 

農業集落排水事業 － － 

地方卸売市場事業 － －  

動 物 公 園 事 業 － －  

 

  各公営企業会計における資金不足比率は、前年度と同様に資金の不足額がないため、当該比率は

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

早期健全化基準 

 自主的かつ計画的に財政の健全化を図るべき基準であり、比率のいずれかが基準以上である場合には、財政健

全化計画を定めることとなる。 

財政再生基準 

 国等の関与により計画的に財政の再生を図るべき基準であり、将来負担比率を除く比率のいずれかが基準以上

である場合には、財政再生計画を定めることとなる。 

経営健全化基準 

 自主的かつ計画的に経営の健全化を図るべき基準であり、比率が基準以上である場合には、経営健全化計画を

定めることとなる。 
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３ まとめ 

（１）健全化判断比率 

  ア 比率の状況 

    実質赤字比率は、一般会計等における実質収支が黒字となったため、当該比率はない。 

    連結実質赤字比率は、全会計における連結実質収支が黒字となったため、当該比率はない。 

    また、実質公債費比率は 18.0％で、前年度と比較して 0.4ポイントの改善、将来負担比率は

208.7％で、前年度と比較して 23.1ポイントの改善であり、いずれの比率においても早期健全

化基準を下回る結果となっている。 

  イ 意見 

    実質公債費比率及び将来負担比率については、今後とも、「第２期財政健全化プラン（平成

２６年度～２９年度）」に基づき、市債の発行を抑制し、残高の削減を図るとともに、市債管理

基金からの借入残高の削減を着実に行われたい。 

    なお、連結実質赤字比率については、比率がなかったものの、平成２５年度まで同比率の発生

要因となっていた国民健康保険事業の累積赤字は、依然として多額であることから、「第２期国

民健康保険事業財政健全化に向けたアクションプラン（平成２７年度～２９年度）」に基づく取

組みを推進し、引き続き、単年度収支の更なる改善と累積赤字の削減に努められたい。 

 

（２）資金不足比率 

  ア 比率の状況 

    資金不足比率は、いずれの公営企業会計においても資金の不足額がないため、当該比率はない。 

  イ 意見 

    病院事業、下水道事業及び水道事業の法適用企業においては、今後も施設等の整備・更新な

どに多額の資金需要が見込まれることから、財源の確保に留意しつつ、経営基盤の強化に一層

努められたい。 

    なお、病院事業及び水道事業については、資金剰余額が減少していることから、資金不足に

陥ることのないよう適正な資金管理に留意されたい。 

 

表３ 法適用企業における資金剰余額の推移 

(単位：千円) 

区  分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

病 院 事 業 2,770,272 2,686,240 1,618,557 1,551,582 1,146,384 

下水道事業 1,326,853 1,128,515 1,205,879 1,370,283 1,766,058 

水 道 事 業 1,257,159 1,124,645 910,472 544,965 146,814 

 

 

（３）むすび 

   健全化判断比率等審査における意見は、以上のとおりであるが、今後の市政運営に当たっては、

市民の理解と協力が得られるよう、これまでの比率の状況や将来の見通し、改善方策など、より

具体的で分かりやすい説明となるよう工夫するとともに、持続可能な財政構造の構築に向け、将

来を見据えた財政運営を一層進められることを要望する。 
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【比率別状況】 

１ 健全化判断比率の状況 

  健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

（１）実質赤字比率 

   実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額が、標準財政規模に占める割合を表す指

標であり、一般会計等の実質赤字額がマイナスとなる場合は、当該比率はない。 

 

  ア 実質赤字比率の算定 

    実質赤字比率の算定式は、次のとおりで、一般会計等における実質収支が黒字となり、実質

赤字額がマイナスとなったことから、実質赤字比率はない。 

 

実質赤字比率 ［ － ］ ＝ 

一般会計等の実質赤字額［△4,540,527千円］ 
 

標 準 財 政 規 模［210,635,082千円］ 
 

 

  イ 実質赤字比率の前年度比較 

    実質赤字比率は、表４のとおり前年度と同様にない。 

 
表４ 実質赤字比率の前年度比較 

(単位：％、ポイント) 

区  分 平成27年度 平成26年度 前年度増減 

実 質 赤 字 比 率 － － － 

 

  ウ 実質赤字比率の算定内訳 

    一般会計等の実質赤字額は、表５のとおりである。 

 
表５ 一般会計等の実質赤字額 

(単位：千円) 

区   分 
歳入総額 

ａ 

歳出総額 

ｂ 

形式収支額 

ｃ＝ａ-ｂ 

翌年度に繰り 

越すべき財源 

ｄ 

平成27年度 

実質収支額 

ｅ＝ｃ-ｄ 

平成26年度 

実質収支額 

ｆ 

増 減 額 

ｅ-ｆ 

一 般 会 計 392,359,847 384,805,129 7,554,718 3,014,191 4,540,527 2,971,249 1,569,278 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 323,167 292,244 30,923 30,923 0 0 0 

霊 園 事 業 787,426 787,426 0 0 0 0 0 

都市計画土地区画整理事業 451,366 450,116 1,250 1,250 0 0 0 

市 街 地 再 開 発 事 業 1,225,112 1,225,112 0 0 0 0 0 

公 共 用 地 取 得 事 業 813,643 813,643 0 0 0 0 0 

学 校 給 食 セ ン タ － 事 業 2,432,583 2,432,583 0 0 0 0 0 

公 債 管 理 174,607,736 174,607,736 0 0 0 0 0 

合   計 573,000,880 565,413,989 7,586,891 3,046,364 4,540,527 2,971,249 1,569,278 

        
   実 質 赤 字 額 △4,540,527 △2,971,249 △1,569,278 
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  一般会計等の実質赤字額は、歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額から、翌年度に

繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額が 45億 4,052万円となったことから、△45億 4,052

万円である。 

  実質赤字額を前年度と比較すると 15 億 6,927 万円減少しているが、これは一般会計の実質

収支額が増加したことによるものである。 

 

  標準財政規模は、表６のとおりである。 

 

表６ 標準財政規模 

(単位：千円) 

区    分 平成27年度 平成26年度 増 減 額 

法 定 普 通 税 及 び 目 的 税 158,947,501 159,022,986 △ 75,485 

税 交 付 金 22,548,589 18,157,113 4,391,476 

地 方 譲 与 税 2,656,430 2,644,610 11,820 

地 方 特 例 交 付 金 等 1,251,591 1,385,670 △ 134,079 

交通安全対策特別交付金 298,021 288,369 9,652 

普 通 交 付 税 7,107,255 6,170,712 936,543 

臨時財政対策債発行可能額 17,825,695 19,049,850 △ 1,224,155 

標 準 財 政 規 模 210,635,082 206,719,310 3,915,772 

（注）１ ｢法定普通税及び目的税｣の内訳 

     市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、鉱産税、事業所税 

   ２ ｢税交付金｣の内訳 

     利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ

場利用税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金 

   ３ ｢地方譲与税｣の内訳 

     地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、特別とん譲与税、石油ガス譲与税 

 

  標準財政規模は、主な経常的一般財源としての法定普通税及び目的税、税交付金、地方譲与

税、地方特例交付金等、交通安全対策特別交付金、普通交付税並びに臨時財政対策債発行可能

額を加えたもので、2,106億 3,508 万円である。 

  標準財政規模を前年度と比較すると 39 億 1,577 万円増加しているが、これは主に税交付金

が増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

標準財政規模 

 地方公共団体が標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、地方交付税法で

定める方法により算定した法定普通税等の収入見込額に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額等を加算し

た額。 

臨時財政対策債発行可能額 

 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第５条の特例として発

行される地方債の発行可能額。 
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（２）連結実質赤字比率 

   連結実質赤字比率は、全１８会計を対象とした連結実質赤字額が、標準財政規模に占める割合

を表す指標であり、連結実質赤字額がマイナスとなる場合は、当該比率はない。 

 

  ア 連結実質赤字比率の算定 

    連結実質赤字比率の算定式は、次のとおりで、全会計における連結実質収支が黒字となり、

連結実質赤字額がマイナスとなったことから、連結実質赤字比率はない。 

 

連結実質赤字比率 ［ － ］ ＝ 

連 結 実 質 赤 字 額［△1,495,748千円］  

標 準 財 政 規 模［210,635,082千円］ 
 

 

  イ 連結実質赤字比率の前年度比較 

    連結実質赤字比率は、表７のとおり前年度と同様にない。 

 

表７ 連結実質赤字比率の前年度比較 

(単位：％、ポイント) 

区  分 平成27年度 平成26年度 前年度増減 

連結実質赤字比率 － － － 
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  ウ 連結実質赤字比率の算定内訳 

    連結実質赤字額は、表８のとおりである。 

 

表８ 連結実質赤字額 

(単位：千円) 

区     分 
実質収支額又は資金剰余額 

増 減 額 
平成27年度 平成26年度 

一 般 会 計 等（８会計）ａ 4,540,527 2,971,249 1,569,278 

一般会計等以外の特別会計 

の う ち 公 営 企 業 に 係 る 

特別会計以外の特別会計 

（４会計） 

ｂ 

国 民 健 康 保 険 事 業 △ 7,679,168 △ 8,466,794 787,626 

介 護 保 険 事 業 822,992 1,700,438 △ 877,446 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 28,065 24,895 3,170 

競 輪 事 業 724,076 528,781 195,295 

小    計 △ 6,104,035 △ 6,212,680 108,645 

公営企業会計 

（６会計） 

ｃ 

法 適 用 企 業 

（３会計） 

病 院 事 業 1,146,384 1,551,582 △ 405,198 

下 水 道 事 業 1,766,058 1,370,283 395,775 

水 道 事 業 146,814 544,965 △ 398,151 

法非適用企業 

（３会計） 

農 業 集 落 排 水 事 業 0 0 0 

地 方 卸 売 市 場 事 業 0 0 0 

動 物 公 園 事 業 0 0 0 

小    計 3,059,256 3,466,830 △ 407,574 

合    計  ａ＋ｂ＋ｃ 1,495,748 225,399 1,270,349 

      
連 結 実 質 赤 字 額 △ 1,495,748 △225,399 △ 1,270,349 

（注）公営企業会計（６会計）については、資金剰余額を記載している。 

 

    連結実質赤字額は、一般会計等の実質収支額、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に

係る特別会計以外の特別会計の実質収支額及び公営企業会計の資金剰余額を加えたもので、

△14億 9,574 万円である。 

    連結実質赤字額を前年度と比較すると 12 億 7,034 万円減少しているが、これは主に一般会

計の実質収支額が増加したことによるものである。 
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（３）実質公債費比率 

   実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金が、標準財政

規模に占める割合を表す指標で、単年度の実質公債費比率３か年分を平均したものである。 

 

  ア 実質公債費比率の算定 

    実質公債費比率（18.0％）の算定式は、次のとおりである。 

 

 

 

＝ 
 

 

 

 地 方 債 の 

元利償還金 

ａ 

 
 

＋ 

準元利償還金 

ｂ 

 
 

－ 

特 定 財 源 

ｃ 

 
 

＋ 

元利償還金・準元利 
償 還 金 に 係 る 基 準 
財 政 需 要 額 算 入 額 

ｄ 
 

実質公債費比率 

（ 単 年 度 ） 30,554,186千円  45,014,842千円  12,066,960千円  30,666,263千円 

  

［18.25％］    
 

標 準 財 政 規 模 

ｅ 

 
 

－ 

元利償還金・準元利償還金に 

係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 

ｄ 

 
  

 
 

210,635,082千円  30,666,263千円 

   

 

(単位：％) 

実質公債費比率 

（３か年平均） 

 

平成27年度 平成26年度 平成25年度 

18.0 18.25 18.38 17.54 

 

  イ 実質公債費比率の前年度比較 

    実質公債費比率は、表９のとおり 18.0％で、前年度と比較すると 0.4ポイント改善している。 

    なお、単年度の実質公債費比率は、18.25％で、前年度と比較すると、0.13 ポイント改善し

ている。 

 

  表９ 実質公債費比率の前年度比較 
(単位：％、ポイント) 

区    分 
平成27年度 

Ａ 

平成26年度 

Ｂ 
平成25年度 平成24年度 

前年度増減 

Ａ－Ｂ又はＣ－Ｄ 

実 質 公 債 費 比 率 

（単 年 度）  
18.25 18.38 17.54 19.43 △ 0.13 

平成27年度実質公債費比率 

（３か年平均）Ｃ 
 18.0    

△ 0.4  
平成26年度実質公債費比率 

（３か年平均）Ｄ 
  18.4   
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  ウ 単年度の実質公債費比率の算定内訳 

    単年度の実質公債費比率の算定内訳は、表１０のとおりである。 

 

    表１０ 単年度の実質公債費比率の算定内訳 

(単位：千円) 

区        分 平成27年度 平成26年度 増 減 額 

分 

 

 

 

子 

地方債の元利償還金   ａ 30,554,186 29,641,251 912,935 

準元利償還金 

ｂ 

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当額 31,712,091 31,996,604 △ 284,513 

企業債の償還に係る 

公営企業会計繰出金 

病 院 事 業 1,208,795 1,127,811 80,984 

下 水 道 事 業 7,704,407 7,796,402 △ 91,995 

水 道 事 業 560,768 557,952 2,816 

農業集落排水事業 320,970 318,549 2,421 

地方卸売市場事業 137,109 152,432 △ 15,323 

動 物 公 園 事 業 54,693 50,360 4,333 

公 債 費 に 準 ず る 

債 務 負 担 行 為 

PFI事業によるもの 949,858 949,175 683 

五省協定によるもの 209,859 210,961 △ 1,102 

そ の 他 2,156,292 1,423,552 732,740 

一 時 借 入 金 利 子 0 0 0 

小   計 45,014,842 44,583,798 431,044 

特 定 財 源  ｃ 12,066,960 12,161,875 △ 94,915 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 ｄ 30,666,263 29,479,217 1,187,046 

合計 （ａ＋ｂ）－（ｃ＋ｄ） 32,835,805 32,583,957 251,848 

分 

母 

標 準 財 政 規 模  ｅ 210,635,082 206,719,310 3,915,772 

合計   ｅ－ｄ 179,968,819 177,240,093 2,728,726 

 

    分子は、地方債の元利償還金に準元利償還金を加えたものから、特定財源に元利償還金・準

元利償還金に係る基準財政需要額算入額を加えたものを差し引いた 328 億 3,580万円である。 

    分母は、標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を差し引

いた 1,799 億 6,881 万円であり、前年度と比較すると 27 億 2,872 万円増加しているが、これ

は主に標準財政規模が増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

地方債の元利償還金 

 一般会計等における地方債の元金と利子の償還に係る経費であり、繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金

に係る経費を除いたもの。 

準元利償還金 

 地方債の元利償還金に準ずるとみなされる経費で、満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当額（市

債管理基金積立相当額及び積立不足考慮額）、企業債償還に充てたとみなされる公営企業会計繰出金、公債費に

準ずる債務負担行為及び一時借入金利子。 

特定財源 

 都市計画事業の財源として発行した地方債の元金や利子の償還に充てた都市計画税及び公営住宅使用料等。 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 地方債の元利償還金やそれに準ずる準元利償還金に係る経費として、地方交付税の算定に用いられた額。 
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（４）将来負担比率 

   将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、標準財政規模に占める割合を

表す指標である。 

 

  ア 将来負担比率の算定 

    将来負担比率（208.7％）の算定式は、次のとおりである。 

 

 

 

＝ 

 

 

 

 将 来 負 担 額 

ａ － 

充 当 可 能 財 源 等 

ｂ 

＝ 

分  子 

Ａ 

将来負担比率 

 

［208.7％］ 

1,067,882,252千円 692,166,202千円 375,716,050千円 

  

   
 

標準財政規模 

ｃ － 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 

ｄ 

分  母 

Ｂ   

   210,635,082千円  30,666,263千円 179,968,819千円 

 
 

 

  イ 将来負担比率の前年度比較 

    将来負担比率は、表１１のとおり 208.7％で、前年度と比較すると、23.1ポイント改善して

いる。 

 

表１１ 将来負担比率の前年度比較 

(単位：％、ポイント) 

区  分 平成27年度 平成26年度 前年度増減 

将 来 負 担 比 率 208.7 231.8 △ 23.1 
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  ウ 将来負担比率の算定内訳 

    将来負担比率の算定内訳は、表１２のとおりである。 

 

   表１２ 将来負担比率の算定内訳 

(単位：千円) 

区       分 平成27年度 平成26年度 増 減 額 

分 

 

 

 

子 

将 来 負 担 額 

 

ａ 

地方債の現在高 839,824,288 846,837,867 △ 7,013,579 

公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出予定額 23,065,619 30,514,930 △ 7,449,311 

企業債の償還に係る公営企業会計繰出見込額 160,008,060 162,520,750 △ 2,512,690 

退職手当負担見込額 40,448,188 44,887,827 △ 4,439,639 

設立法人の負債額等負担見込額 4,536,097 6,324,175 △ 1,788,078 

連結実質赤字額 0 0 0 

小   計 1,067,882,252 1,091,085,549 △ 23,203,297 

充当可能財源等 

 

ｂ 

充当可能基金額 

市 債 管 理 基 金 92,701,562 89,207,148 3,494,414 

財 政 調 整 基 金 5,443,388 3,666,203 1,777,185 

そ の 他 基 金 5,064,574 3,636,900 1,427,674 

充 当 可 能 な 

特定財源見込額 

都 市 計 画 税 160,454,596 155,006,029 5,448,567 

公 営 住 宅 使 用 料 6,679,285 6,507,879 171,406 

そ の 他 特 定 財 源 22,000 23,333 △ 1,333 

基準財政需要額算入見込額 421,800,797 422,105,031 △ 304,234 

小   計 692,166,202 680,152,523 12,013,679 

Ａ ＝ ａ－ｂ 375,716,050 410,933,026 △ 35,216,976 

分 

母 

標 準 財 政 規 模 ｃ 210,635,082 206,719,310 3,915,772 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 ｄ 30,666,263 29,479,217 1,187,046 

Ｂ ＝ ｃ－ｄ 179,968,819 177,240,093 2,728,726 

 

    分子は、将来負担額から、充当可能財源等を差し引いた 3,757億 1,605万円であり、前年度

と比較すると 352億 1,697 万円減少しているが、これは主に将来負担額で、地方債の現在高及

び公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出予定額が減少したことによるものである。 

    分母は、標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を差し引

いた 1,799 億 6,881万円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

退職手当負担見込額 

 職員の全員が当年度末において自己都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当額のうち、

一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額。 

基準財政需要額算入見込額 

 地方債の現在高及び公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出予定額等に対して、その償還等に要する経費と

して普通交付税の算定の際に基準財政需要額に算入されることが将来見込まれる額。 
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２ 資金不足比率の状況 

（１）資金不足比率 

   資金不足比率は、公営企業会計６会計ごとの資金の不足額が、各会計の事業規模に占める割合

を表す指標である。 

 

  ア 資金不足比率の算定 

    資金不足比率の算定式は、次のとおりである。 

 資金不足比率 ＝  
  資 金 の 不 足 額※  

 
 

 事 業 の 規 模（営業収益） 

 ※ 資金の不足額 

  ・法 適 用 企 業 ［（流動負債－控除企業債等）－（流動資産－控除財源等＋貸倒引当金）］ 

  ・法非適用企業 ［歳出総額 －（歳入総額－翌年度に繰り越すべき財源）］ 

 

  （ア）法適用企業における資金不足比率 

     法適用企業における資金不足比率は、表１３のとおりである。 

   表１３ 法適用企業における資金不足比率 

(単位：千円) 

区   分 
     

資金の不足額 
Ａ=(a-b)-(c-d+e) 

事業の規模 
（営業収益） 

Ｂ 

資金不足比率 
Ａ／Ｂ 流動負債 

a 
控除企業債等 

b 
流動資産 

c 
控除財源等 

d 
貸倒引当金 

e 

病 院 事 業 4,521,925 1,945,043 3,698,569 0 24,697 △ 1,146,384 15,231,971 － 

下水道事業 21,038,986 15,719,769 6,953,498 0 131,777 △ 1,766,058 21,488,398 － 

水 道 事 業 3,246,094 915,513 2,475,519 0 1,876 △ 146,814 1,006,489 － 

（注）資金の不足額欄のマイナスは、資金剰余の状況であることを示している。 

 

     法適用企業における資金の不足額は、企業ごとに、流動負債から控除企業債等を控除した

額から、流動資産から控除財源等を控除した額に貸倒引当金を加えた額を差し引いたもので

あり、いずれの企業においても資金剰余の状況で、資金の不足額がないことから、当該比率

はない。 

  （イ）法非適用企業における資金不足比率 

     法非適用企業における資金不足比率は、表１４のとおりである。 

表１４ 法非適用企業における資金不足比率 

(単位：千円) 

区    分 
   

資金の不足額 
Ａ=a-(b-c) 

事業の規模 
（営業収益） 

Ｂ 

資金不足比率 
Ａ／Ｂ 歳出総額 

a 
歳入総額 

b 
翌年度に繰り越 
すべき財源 c 

農業集落排水事業 493,119 493,119 0 0 63,868 － 

地方卸売市場事業 909,098 909,098 0 0 483,934 － 

動 物 公 園 事 業 1,689,600 1,689,600 0 0 193,892 － 
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     法非適用企業における資金の不足額は、歳入総額から翌年度に繰り越すべき財源を控除し

た額を歳出総額から差し引いたものであり、いずれの企業においても収支均衡の状況で、資

金の不足額がないことから、当該比率はない。 

 

  イ 資金剰余額の前年度比較 

    資金剰余額を前年度と比較すると、表１５のとおりである。 

   表１５ 資金剰余額の前年度比較 

(単位：千円) 

区  分 平成27年度 平成26年度 増 減 額 

法

適

用 

病 院 事 業 1,146,384 1,551,582 △ 405,198 

下 水 道 事 業 1,766,058 1,370,283 395,775 

水 道 事 業 146,814 544,965 △ 398,151 

法

非

適

用 

農業集落排水事業 0 0 0 

地方卸売市場事業 0 0 0 

動 物 公 園 事 業 0 0 0 

 

    法適用企業における資金剰余額を前年度と比較すると、下水道事業で 3億 9,577万円増加し

ているものの、病院事業で 4億 519 万円、水道事業で 3 億 9,815万円それぞれ減少している。 

    法非適用企業における資金剰余額は、前年度と同様に収支均衡の状況であるため、増減はない。 

 

 
 

用語説明 

法適用企業会計 

 地方公営企業法第２条の規定により同法の規定の全部又は一部を適用する企業に係る特別会計。 

法非適用企業会計 

 地方財政法第６条に規定する政令で定める公営企業のうち法適用企業以外の特別会計。 

控除企業債等 

 次の額を合計したもの。 

（１）貸借対照表の流動負債に計上されている企業債及び他の会計からの長期借入金で、建設改良費等に充てるため

のものの額。（控除企業債等） 

（２）貸借対照表に計上されている一時借入金及び未払金のうち、建設改良費に係るものであって、その支払財源に

充てるために翌年度において地方債を起こすこととしているもの又は他の会計からの長期借入金によることと

しているものの額。（控除未払金等） 

（３）連結実質赤字比率の算定上、現金会計である一般会計又は法非適用会計等との間で生じる重複額。（控除額） 

（４）貸借対照表の流動負債に計上されている引当金及びリース債務の額。（控除引当金等） 

控除財源等 

 次の額を合計したもの。 

（１）算定対象年度において執行すべき事業に係る支出予算の額のうち、翌年度に繰り越した事業の財源に充当する

ことができる特定の収入で、算定対象年度に収入された部分に相当する額。（控除財源） 

（２）連結実質赤字比率の算定上、現金会計である一般会計又は法非適用会計等との間で生じる重複額。（控除額） 

貸倒引当金 

 貸借対照表の流動資産に計上されている貸倒引当金の額。 


